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最最最近近近ののの統統統計計計調調調査査査結結結果果果かかかららら   
2011 年 4 月 

【平成２３年４月２日（土)～平成２３年５月２日（月）】 

統 計 調 査 報 告
◇景気動向指数～２月速報～ ４月６日（水）内閣府発表 

・２月のＣＩ（速報値・平成１７年＝１００）の一致指数は０．４ポイント上昇の１０６．３で４ヶ月

連続の上昇、３ヶ月後方移動平均は１．３３ポイント上昇し３ヶ月連続の上昇、７ヶ月後方移動平均

は０．５２ポイント上昇し４ヶ月連続の上昇となった。一致指数の基調判断は、「景気動向指数（ＣＩ

一致指数）は、改善を示している。」となった。なお、先行指数は２．７ポイント上昇の１０４．２で

４ヶ月連続の上昇、遅行指数は２．３ポイント上昇の９１．０で２ヶ月振りの上昇となった。

◇平成２２年労働災害動向調査（事業所調査（事業所規模１００人以上）及び総合工事業調査）

４月２６日（火）厚生労働省発表 

・１００人以上の事業所（総合工事業を除く。）の労働災害発生の頻度を表す度数率（注）は１．６１（前

年１．６２）、労働災害の重さの程度を表す強度率（注）は０．０９（同０．０９）となった。

・総合工事業では、度数率は１．５６（前年１．０９）、強度率は０．６１（同０．１４）となった。

（注）「度数率」とは、100万延べ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数。「強度率」とは、1,000延べ実労働時間当たり

の労働損失日数。 

◇消費者物価指数～３月・平成２２年度平均～ ４月２８日（木）総務省発表 

・ 平成２３年３月の消費者物価指数（平成１７年＝１００）は９９．６となり、前年同月と同水準とな

った。生鮮食品を除く総合指数は９９．４となり、前年同月比は－０．１％と２５ヶ月連続の下落と

なった。

・ 平成２２年度平均では、消費者物価指数は９９．６となり、前年度比は０．４％の下落となった。生

鮮食品を除く総合指数は９９．２となり、前年度比は０．８％の下落となった。

・ ４月の東京都区部の速報は９９．１となり、前年同月比は０．１％の下落、生鮮食品を除く総合指数

は９９．０となり、前年同月比は０．２％の上昇となった。

◇家計調査～３月～   ４月２８日（木）総務省発表 

・ 二人以上世帯のうち勤労者世帯の実収入は、前年同月比で実質４．１％の減少。

・ 実質増減率への寄与度は、世帯主収入が－２．６７％、配偶者の収入が－１．６２％、他の世帯員収

入が０．３０％などとなった。
（注）平成２３年３月分以降の家計調査結果（二人以上の世帯）においては、東日本大震災の影響により調査票の回収がで

きなかった地域については、他の地域の結果により補完して推計されている。 

◇鉱工業生産指数～３月速報～ ４月２８日（木）経済産業省発表 

・ 鉱工業生産指数（季調値）は前月比１５．３％の低下。製造工業生産予測調査によると、４月、５月

とも上昇を予測している。「生産は、東日本大震災の影響により急激に低下したものの、先行きにつ

いては回復していく見込みである。」との判断となった。
（注）平成２３年３月分の鉱工業指数は、従来通り、全国を対象とした調査結果により指数が作成されており、東日本大震

災により被災した地域を除外する等の集計は行われていない。 

◇サービス産業動向調査～２月速報～ ４月２８日（木）総務省発表 

・ 平成２３年２月のサービス産業の月間売上高は、２０．６兆円、前年同月比４．２％の減少となった。

従業者数は、２５３４万人で、前年同月比２．６％の減少となった。そのうち、職業紹介・労働者派

遣業の月間売上高は、３２０９億４５００万円、前年同月比３．７％の増加、従業者数は、１８．７

万人、前年同月比２２．５％の減少となった。

最近の統計調査結果から

労働政策研究・研修機構（JILPT)



◇労働力調査～３月・平成２２年度平均～               ４月２８日（木）総務省発表 

・ 平成２３年３月の完全失業率（季調値）は４．６％と、

前月と同率となった。男性は５．０％と前月に比べ０．

２ポイントの上昇、女性は４．１％と前月に比べ０．

２ポイントの低下となった。 

・ 平成２３年３月の完全失業者数（季調値）は２９０万

人と、前月に比べ１万人の増加となった。 

・ 平成２３年３月の雇用者数（季調値）は、５，２４０

万人と、前月差５８万人の減少となった。 

・ 平成２２年度平均の完全失業率は５．０％と前年度に

比べ０．１ポイントの低下となった。  
（注）平成２３年３月分以降の労働力調査においては、東日本大

震災の影響により、当面、「全国（岩手県、宮城県及び福島県を除く）」の結果が「全国」の結果に代えて公表される

こととなった。  

 

◇一般職業紹介状況～３月・平成２２年度～            ４月２８日（木）厚生労働省発表 

・ 平成２３年３月の有効求人倍率（季調値）は０．６３倍で、前月に比べて０．０１ポイント上昇した。 

・ 平成２２年度平均の有効求人倍率は０．５６倍と前年度に比べて０．１１ポイント上昇した。 

 

◇毎月勤労統計調査～３月速報～                  ５月２日（月）厚生労働省発表 

・ 平成２３年３月の現金給与総額（規模５人以上）は前年同月比０．４％減。きまって支給する給与は

前年同月比０．７％減となった。また、所定内給与は前年同月比０．９％減、所定外給与は１．０％

増となった。特別に支払われた給与は前年同月比７．６％増となった。 

なお、実質賃金（総額）は前年同月比０．５％減となった。 

・ 製造業の所定外労働時間（規模５人以上）（季調値）の平成２３年３月は前月比６．８％減。 
（注）毎月勤労統計調査では、東日本大震災を受け、平成２３年３月については、岩手県、宮城県、福島県において統計調

査員で行っている部分について調査を中止した。また、被災地を中心として有効回答率が低下したため、賃金につい

てはやや高めに、労働時間についてはやや低めに推計されている可能性がある、としている。雇用については、実勢

よりも遅れて結果に反映される可能性がある、としている。 

研 究 会 報 告 等  
◇月例経済報告～４月～                                        ４月１３日（水）内閣府発表 

景気は、持ち直していたが、東日本大震災の影響により、このところ弱い動きとなっている。また、失

業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況にある。（前月：持ち直しに転じているが、自律性は弱く、

東北地方太平洋沖地震の影響が懸念される）  

・輸出は、持ち直しの動きがみられたものの、東日本大震災の影響による減少が懸念される。生産は、

持ち直していたものの、東日本大震災の影響により、このところ生産活動が低下している。（前月：輸

出は、持ち直しの動きがみられる。生産は、持ち直したものの、東北地方太平洋沖地震の影響が懸念

される）  

・企業収益は、改善しているが、東日本大震災の影響が懸念される。設備投資は、持ち直している。（前

月：企業収益は、改善している）  

・企業の業況判断は、慎重さがみられる。（前月とかわらず）   

・雇用情勢は、依然として厳しいものの、持ち直しの動きがみられる。ただし、東日本大震災の影響が

懸念される。（前月：雇用情勢は、依然として厳しいものの、持ち直しの動きがみられる）  

・個人消費は、持ち直しの動きがみられたものの、東日本大震災の影響により、このところ弱い動きも

みられる。（前月：このところおおむね横ばいとなっている）  

・物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ状況にある。（前月とかわらず）  

 

◇月例労働経済報告～４月～                                  ４月１４日（木）厚生労働省発表 

・ 労働経済面をみると、雇用情勢は、依然として厳しいものの、持ち直しの動きがみられる。ただし、

東日本大震災の影響が懸念される。（前月：雇用情勢は、依然として厳しいものの、持ち直しの動き

がみられる。） 

 

 

 
「最近の統計調査結果から」は、当機構ホームページにも掲載しています。  

また、労働経済に関する指標をコンパクトにまとめた「主要労働統計指標」も作成しています。 

http://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/index.html 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 調査・解析部  
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(倍)(％) 完全失業率と有効求人倍率の推移（季調値）
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（注）完全失業率は、岩手県，宮城県及び福島県を除く結果。

最近の統計調査結果から

労働政策研究・研修機構（JILPT)

https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/index.html



